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議案第１７号 

 

令和６年度半田市水道事業会計予算 

（総 則） 

第１条 令和６年度半田市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 給 水 戸 数                          ５６，１７９戸 

 (2) 年間総配水量                                １４，１７４，７９５m3  

   (愛知県営水道受水一日最大受水量  ４３，６００m3） 

 (3) 一日平均配水量                   ３８，８３５m3 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

           収        入 

 第１款 水 道 事 業 収 益                               ２，２２０，３９０千円 

  第１項 営 業 収 益                              ２，０３０，２７１千円 

  第２項 営 業 外 収 益                      １９０，１１７千円 

  第３項 特 別 利 益                           ２千円 

  支        出 

 第１款 水 道 事 業 費 用                    ２，０５９，４６６千円 

  第１項 営 業 費 用                   １，９９５，６４５千円 

  第２項 営 業 外 費 用                      ２４，５７６千円 

  第３項 特 別 損 失                      ３８，２４５千円 

  第４項 予 備 費                １，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

 出額に対し不足する額８７２，１５３千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額８０，８５１千円、過年度分損益勘定留保資金１２３，６５７千円、当年度分

損益勘定留保資金３７３，２０９千円、減債積立金６３，１５４千円及び建設改良積立

金２３１，２８２千円で補てんするものとする。）。  

           収        入 

 第１款 資 本 的 収 入                      ２８９，０５２千円 

  第１項 企   業   債             １１５，６５２千円 

第２項 負   担    金              １３，９６２千円 

  第３項 他 会 計 負 担 金                     １５９，４３７千円 

  第４項 固定資産売却代金                     １千円 

   

 

   支        出 

 第１款 資 本 的 支 出                    １，１６１，２０５千円 

  第１項 建 設 改 良 費                   １，０９８，０５１千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金                      ６３，１５４千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 
起債の 

方法 
利率 償還の方法 

 

水道事業債 

 水道施設 

地震対策事業 

     千円 

１１５，６５２ 

 

普通貸借 

又は 

証券発行 

 

６．０％ 

以内 

 

政府資金等融資条件に定

めのある場合は、その融資

条件により、銀行その他の

場合には、その債権者と協

定するものによる。ただ

し、企業財政の都合により

据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還もし

くは借換えすることがで

きる。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

 る。 

  第１項 営 業 費 用         

  第２項 営 業 外 費 用         

  第３項 特 別 損 失         

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、 

 又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら 

 ない。 

(1)  職 員 給 与 費                        １１８，２６２千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、２２，０７３千円と定める。 

 

 

  令和６年２月２０日提出 

 

                           半田市長 久 世 孝 宏 
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収 入

千円

1 水道事業収益 2,220,390

1 営 業 収 益 2,030,271

1 給 水 収 益 1,897,684

2 受託工事収益 4,816

そ の 他

営 業 収 益

2 営 業 外 収 益 190,117

1 受 取 利 息 352

2
長 期 前 受 金
戻 入

189,643

3 雑 収 益 121

4
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税
還 付 金

1

3 特 別 利 益 2

固 定 資 産

売 却 益

過 年 度 損 益

修 正 益

1

項

1

3

2 1

予 定 額

財務活動及び主たる営業活動以外から
生ずる収益

期間外収益

各種手数料、材料売却収益、他会計負
担金及び分担金

127,771

目

不用品売却収益及びその他雑収益

令和６年度半田市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

備 考款

他会計からの受託工事収益等

水道事業に係る収益

主たる営業活動から生ずる収益

水道料金収益

預金利息収益

補助金等により取得･改良した固定資
産の取得価額に対する減価償却費割合
に対応した補助金等の額を収益化する
もの

支 出

千円

1 水道事業費用 2,059,466

1 営 業 費 用 1,995,645

配 水 及 び

給 水 費

2 受 託 工 事 費 7,804

3 総 係 費 230,731

4 減 価 償 却 費 536,053 固定資産の減価償却費

5 資 産 減 耗 費 26,715

そ の 他

営 業 費 用

2 営 業 外 費 用 24,576

1 支 払 利 息 10,673

2 雑 支 出 1,300

消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

3 特 別 損 失 38,245

固 定 資 産

売 却 損

固 定 資 産

譲 渡 損

過 年 度 損 益

修 正 損

4
そ の 他
特 別 損 失

38,242

4 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

款 項

3

事業活動全般に要する費用

資産の除却損及びたな卸資産減耗費

1

予 定 額

6

1,194,141

1

財務活動及び固有の事業活動に要する
費用以外のもの

企業債利息

他会計からの受託工事費用

材料売却原価及び雑支出201

目

水道事業に要する費用

主たる営業活動に要する費用

備 考

1

不用品売却原価及びその他雑支出

12,603

1

1

期間外費用の損失

県水の受水費　配水池、ポンプ場の維
持管理に要する費用　配水管、給水管
の維持管理に要する費用

2

3

遊休施設の撤去に伴う工事費
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収 入

千円

1 資 本 的 収 入 289,052

1 企 業 債 115,652

1 企 業 債 115,652

2 負 担 金 13,962

1 負 担 金 13,962

3 他会計負担金 159,437

1 他会計負担金 159,437

固 定 資 産

売 却 代 金

固 定 資 産

売 却 代 金

支 出

千円

1 資 本 的 支 出 1,161,205

1 建 設 改 良 費 1,098,051

1 建 設 改 良 費 1,092,958

固 定 資 産

購 入 費

2 企業債償還金 63,154

1 企業債償還金 63,154

4

款

配水管布設等の工事負担金

水道施設の建設改良に要する費用

予 定 額

1

2 5,093

備 考

1 固定資産の売却による収入

量水器等の購入に要する費用

配水管布設改良及び消火栓設置等に要
する費用

款 項 目 予 定 額

他会計の工事負担金等

企業債償還元金

水道施設の建設改良、企業債償還に要
する費用

備 考

水道事業債

資本的収入及び支出

目

1

項

（単位:千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 114,295

減価償却費 536,053

貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 102

引当金の増減額(△は減少) △ 10,357

長期前受金戻入額 △ 189,643

受取利息及び受取配当金 △ 352

支払利息 10,673

固定資産売却損益（△は益） 2

未収金の増減額（△は増加） 12,544

未払金の増減額（△は減少） △ 13,107

固定資産除却費 26,215

たな卸資産の増減額（△は増加） 433

現金を伴わない雑収益 △ 13,759

小計 472,895

利息及び配当金の受取額 352

利息の支払額 △ 10,673

462,574

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出　 △ 969,206

工事負担金収入 164,169

△ 805,037

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 115,652

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 63,154

52,498

△ 289,965

1,867,926

1,577,961

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

令和６年度半田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

計

計

計

-5-



１　総    括  

ア　会計年度任用職員以外の職員

比　較

区 分

(人) (千円) (千円) (千円)

51,433

前年度

(0)
14

給 与 費 明 細 書

法 定
福 利 費

合 計
給 料 手 当 計

職員数
給 与 費

本年度

(千円) (千円)

44,820 96,253 18,226

手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区 分
管 理 職
手 当

前 年 度

区 分
休 日 勤 務
手 当

(千円)

前 年 度 27

比 較

地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
超 過 勤 務
手 当

扶 養 手 当

(千円) (千円)

3,273 510 1,174 7,585

(千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 1,763 1,332

期末手当 勤勉手当
退 職
給 付 費

1,763 1,770 3,321 438

合 計
特 殊 勤 務
手 当

1,244 4,426

比 較

381

18 3,835550174 283

12,005 9,670

12,179 9,953

40,985

本 年 度

246 6,075

(千円)

45 6,625 44,820

(千円) (千円)

51,779

△ 346
0

40,985

3,835

(0)
14
(0)

92,764 17,413 110,177

114,479

3,489 813 4,302

※　(  )内は、短時間勤務職員

0 △ 438 △ 48 72 △ 70

(千円) (千円)

135

3,159

イ　会計年度任用職員

通 勤 手 当

(千円)
区 分 手当

手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区 分
管 理 職
手 当

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当

3,783
2

計
法  定
福利費

合　計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

(2)
2,052

職員数
給料

本年度
(2)

2,208

2,688
2

比　較
(0)

156 1,095

26

573 522

前年度

(千円)

0

※　(  )内は、短時間勤務職員

給　　与　　費

1,027

610

417

3,235 548

2,662

0 0 0 200

超 過 勤 務
手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0

前 年 度 0 0 0 0 200 0

本 年 度 0

比 較 0 0 0 0 0 0

区 分
休 日 勤 務
手 当

期末手当 勤勉手当
特 殊 勤 務
手 当

退 職
給 付 費

合 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 450 377 0 0 1,027

前 年 度 0 410 0 0 0 610

417比 較 0 40 377 0 0
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２　給料及び手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

区　分 増減額(千円) 備　考
給与改定の状況

改定なし
1.62%

※令和5年12月に改定(令和5年4月から適用)

昇　給 8人 551千円
昇　格 1人  77千円

新陳代謝等に係る増減分
　職員の異動状況

現に在職する　その他　　計
        職　　　員
 本年度 　   14人       0人     14人
 前年度  　   14人       0人     14人　   14人       0人     14人
 増　減      　0人　  　 0人    　0人      0人       0人      0人

　採用・退職の状況（見込）
　　　1(0)人
　　　0(0)人

　（　）内は短時間勤務職員

期末手当　　　　249千円
改定実施時期　令和5年12月
年間支給月数

(内訳）
6月期
12月期

勤勉手当　　　　243千円
改定実施時期　令和5年12月
年間支給月数

(内訳）
6月期
12月期

扶養手当 △438千円
地域手当 △ 48千円
住居手当 72千円
通勤手当 △ 70千円
超過勤務手当 3,159千円
休日手当 18千円
期末手当 △ 75千円
勤勉手当 40千円
特殊勤務手当 135千円
退職給付費 550千円

給料 △ 346
給与改定に伴
う増減分

829

制度改正に伴
う増減分

492
期末手当の改定

増減理由別内訳（千円） 説 明

昇給・昇格に
伴う増加分

628
昇給・昇格の状況

本年度
前年度

　　 （改定前）     （改定後）
令和5年　  令和5年　  令和6年
4月時点　　12月時点    4月時点
 2.40月      2.45月     2.45月

 1.20月　　　1.20月　 　1.225月

その他増減分

職員
手当

3,835

3,343

 1.20月　　　1.25月　 　1.225月

その他増減分
△ 1,803

６年度採用
５年度退職

勤勉手当の改定

 1.00月　　　1.00月　 　1.025月
 1.00月　　　1.05月　 　1.025月

　　 （改定前）     （改定後）
令和5年　  令和5年　  令和6年
4月時点　　12月時点    4月時点
 2.00月      2.05月     2.05月

３ 給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

令和 ６ 年１月 １日 現在 平 均 給 与 月 額 （円） 373,851

（１）職員１人当たり給与

区 分 一 般 行 政 職

平 均 年 齢 （歳） 41歳3月
平 均 給 料 月 額 （円） 306,243

平 均 給 料 月 額 （円） 310,250

※短時間勤務職員は除く。

（２）初 任 給

令和 ５ 年１月 １日 現在 平 均 給 与 月 額 （円） 364,970
平 均 年 齢 （歳） 43歳10月

区 分 職務の級
一般行政職 技能労務職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

（３）級 別 職 員 数

令和６年１月１日現在

１級
(   ) ( 　)

5 35.7  0

２級
( 　) ( 　)

0  0

３級
(   ) (   )

2 14.3  0

４級
(   ) (   )

3 21.5  0

５級
(   ) (   )

2 14.3  0

６級
(   ) (   )

0 0

７級
(   ) (   )

1 7.1  0

８級
(   ) (   )

0 0

９級
(   ) (   )

1 7.1 0

計
(   ) (   )
14 100 0 0

令和５年１月１日現在

１級
(   ) (   )

3 21.4 0

２級
( 　) ( 　)

1 7.2 0

３級
(   ) (   )

4 28.6 0

４級
(   ) (   )

3 21.4 0

５級
(   ) (   )

1 7.2 0

６級
(   ) (   )

0 0

0 0

７級
(   ) (   )

1 7.1 0

※（　）内は、短時間勤務職員

令和６年度半田市一般会計予算説明書の給与費明細書の記載と同じ。

計
(   ) (   )
14 100 0 0

９級
(   ) (   )

1 7.1 0

８級
(   ) (   )
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（円） 3,175 3,175 -
　平  　均　  支  　給　  月  　額

0

(人) 0 0

0(人)

57.1 57.1

(人) 0 0

(％)

※短時間勤務職員は除く。

（５）特 殊 勤 務 手 当

区 分

昇 給

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

（Ｂ）

２号給

４号給

（４）

号給数別内訳

号給数別内訳

６号給

８号給

その他の号給

２号給

４号給

６号給

前

年

度

職 員 数

８号給

その他の号給

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

（Ａ）

昇 給 に 係 る 職 員 数

職 員 数

令和６年度半田市一般会計予算説明書の給与費明細書の記載と同じ。

（６）期末手当・勤勉手当
令和６年度半田市一般会計予算説明書の給与費明細書の記載と同じ。

（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当
令和６年度半田市一般会計予算説明書の給与費明細書の記載と同じ。

（８）その他の手当

全職種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 (％) 0.75 -

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 特 殊 勤 務 手 当

支 給 対 象 職 員 の 比 率
(％) 78.57 78.57

0.75

-
（ 令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）
支 給 対 象 職 員 １ 人 当 り

88

(人) 8 8

(人) 0

0

(人) 9

(人)

14

(人)

14(人)

0

9

0 0

0 0

(人)

0 0

9

(人)

(人)

（級別基準職務)

区  分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級 ９　級

一 般
行 政 職

事 務 員
技 術 員

書 記
技 手

主 事
技 師

主 査
課長補佐
副 主 幹

課 長
主 幹

課 長
部 長
監

部 長

14 14

本

年

度

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職

（Ａ） (人)

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ ) (％) 64.3 64.3

(人) 0

9
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債務負担行為に

基　　　づ　　　く

支出負担行為額

期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額 給水収益 他会計負担金

千円 千円 千円 千円

水道料金徴収等

業務委託

　債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

-

事　　　項 限　度　額

令 和 ５ 年 度 末 ま で の

支 払 義 務 発 生 ( 見 込 ） 額

令和６年度から
令和８年度まで

353,589 268,014令和５年度まで 85,575

左　の　財　源　内　訳

358,043 353,589

令 和 ６ 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生 予 定 額
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（単位：千円）

1

(1)

イ 379,873

ロ 315,539

△ 186,339 129,200

ハ 27,196,957

△ 13,764,355 13,432,602

ニ 1,008,144

△ 756,353 251,791

ホ 241,015

△ 119,963 121,052

ヘ 8,233

△ 7,626 607

ト 32,712

△ 27,833 4,879

チ 126,826

14,446,830

(2)

イ 55

ロ 262,434

ハ 0

262,489

(3) 0

14,709,319

2

(1) 1,577,961

(2) 223,167

△ 4,063 219,104

(3) 850

1,797,915

16,507,234

ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投資その他の資産

有形固定資産合計

無形固定資産

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

庁 舎 使 用 権

減価償却累計額

令和６年度半田市水道事業予定貸借対照表
(令和7年3月31日)

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有形固定資産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

電 話 加 入 権

量 水 器

建 設 仮 勘 定

3

(1)

イ 512,835 512,835

(2)

イ 126,423

ロ 99,932

226,355

739,190

4

(1)

イ 59,930 59,930

(2) 423,778

(3)

イ 8,901

ロ 1,803

ハ 0

10,704

(4) 1,024

495,436

5

(1) 10,642,203

(2) △ 7,198,766

3,443,437

4,678,063

6

(1) 8,955,399

7

(1)

イ 1,000

ロ 1,443,132

1,444,132

(2)

イ 5,856

ロ 1,245,244

ハ 178,540

1,429,640

2,873,772

11,829,171

16,507,234

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資本剰余金合計

利 益 剰 余 金

建設改良積立金

当年度未処分利益剰余金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

自 己 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

寄 附 金

その他資本剰余金

減 債 積 立 金

収益化累計額

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

修 繕 引 当 金

建設改良等の財源に充てるための企業債

固 定 負 債

企 業 債

建設改良等の財源に充てるための企業債

引 当 金

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

負　　債　　の　　部
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（単位：千円）

1

(1) 1,751,419

(2) 5,303

(3) 161,586 1,918,308

2

(1) 1,132,843

(2) 7,192

(3) 232,142

(4) 526,366

(5) 13,086

(6) 183 1,911,812

6,496

3

(1) 169

(2) 1,109

(3) 183,338 184,616

4

(1) 5,114

(2) 1,595 6,709 177,907

184,403

5

(1) 1

(2) 1 2

6

(1) 1

(2) 1

(3) 1

(4) 5,294 5,297 △ 5,295

179,108

1,984

66,035

247,127

過年度損益修正損

その他未処分利益剰余金変動額

前年度繰越利益剰余金

過年度損益修正益

その他特別損失

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

固定資産売却損

固定資産売却益

固定資産譲渡損

営 業 外 収 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

受 取 利 息

長期前受金戻入

令和５年度半田市水道事業予定損益計算書
(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)

営 業 費 用

配水及び給水費

受 託 工 事 費

総 係 費

当 年 度 純 利 益

当年度未処分利益剰余金

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工事 収益

その他営業収益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他営業費用

営 業 損 失
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（単位：千円）

1

(1)

イ 379,876

ロ 315,539

△ 180,068 135,471

ハ 26,329,733

△ 13,314,920 13,014,813

ニ 1,008,144

△ 743,586 264,558

ホ 236,372

△ 119,097 117,275

ヘ 8,233

△ 7,293 940

ト 32,303

△ 26,216 6,087

チ 39,558

13,958,578

(2)

イ 55

ロ 268,995

ハ 0

269,050

14,227,628

2

(1) 1,867,926

(2) 185,812

△ 4,165 181,647

(3) 1,283

2,050,856

16,278,484

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産

電 話 加 入 権

庁 舎 使 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

量 水 器

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

工具器具及び備品

土 地

令和５年度半田市水道事業予定貸借対照表
(令和6年3月31日)

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有形固定資産

3

(1)

イ 457,114 457,114

(2)

イ 137,545

ロ 99,932

237,477

694,591

4

(1)

イ 63,153 63,153

(2) 362,131

(3)

イ 8,319

ロ 1,620

ハ 0

9,939

(4) 1,025

436,248

5

(1) 10,441,893

(2) △ 7,009,124

3,432,769

4,563,608

6

(1) 8,889,363

7

(1)

イ 1,000

ロ 1,443,132

1,444,132

(2)

イ 9,010

ロ 1,125,244

ハ 247,127

1,381,381

2,825,513

11,714,876

16,278,484

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資本剰余金合計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建設改良積立金

当年度未処分利益剰余金

その他資本剰余金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

自 己 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

寄 附 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良等の財源に充てるための企業債

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

引 当 金 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良等の財源に充てるための企業債

引 当 金

退職給付引当金

修 繕 引 当 金
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注記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的有価証券   償却原価法（定額法） 

 ２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品   先入先出法による原価法 

 ３ 固定資産の減価償却の方法 

   (１) 有形固定資産 

     ・減価償却の方法    定額法 (ただし取替資産については取替法による) 

     ・主な耐用年数 

      建物           １３ ～ ５０年 

      構築物          １０ ～ ６０年 

      機械及び装置         ４ ～ ４０年 

      車輌及び運搬具        ３ ～   ６年 

      工具器具及び備品       ２ ～ １５年 

   (２) 無形固定資産 

     ・減価償却の方法    定額法による 

     ・主な耐用年数 

      庁舎使用権                 ５０年 

      ソフトウェア            ５年 

 ４ 引当金の計上方法 

   (１) 退職給付引当金 

       職員の退職手当の支給に備えるため、水道事業に在籍する職員の当年度末における

退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

   (２) 賞与引当金 

       職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

   (３) 法定福利引当金 

       職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

ける支出見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

   (４) 貸倒引当金 

       債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権について延滞期間に応じた回収

不能見込額を算出し、その不足額を計上している。 

 ５ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    税抜き方式によっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 予定貸借対照表関連 

   引当金の取崩し 

   (１) 賞与引当金の取崩し 

       令和６年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため取り崩すと見込まれる

賞与引当金の額は７，０７１千円である。 

   (２) 法定福利費引当金の取崩し 

       令和６年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出のため取り崩

すと見込まれる法定福利費引当金の額は１，３２０千円である。 

   (３) 貸倒引当金の取崩し 

       令和６年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため取り崩すと見込まれ

る貸倒引当金の額は１０２千円である。 

 Ⅲ その他の注記 

  新会計基準移行に係る経過措置 

   修繕引当金に関する経過措置 

    平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取 

り崩すこととする。 
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収　　　　　入 (単位　千円)

金　額

1 水道事業収益 2,220,390 2,293,742 △ 73,352

1 営 業 収 益 2,030,271 2,109,020 △ 78,749

1 給 水 収 益 1,897,684 1,926,561 △ 28,877 水 道 料 金 1,897,684 給水量　12,887,476  /年

設計審査手数料 900

工事検査手数料 950

そ の 他 指定給水装置工事事業者指定手数料 50

営 業 収 益 諸証明手数料 3

閲覧手数料 210

指定給水装置工事事業者更新手数料 270

材 料 売 却 収 益 1 材料売却収益

下水道使用料調定収納業務委託料 50,251

給与費負担金（下水道事業） 6,179

上下水道台帳更新費負担金（下水道事業） 4,923

上下水道料金システム等保守費負担金 6,796

（下水道事業）

分 担 金 59,088 給水装置分担金

2 営 業 外 収 益 190,117 184,720 5,397

1 受 取 利 息 352 169 183 預 金 利 息 352

533

他 会 計 負 担 金 68,149

3 127,771 177,156 △ 49,385 手 数 料

修 繕 工 事 収 益 2,966 消火栓維持修繕工事

手 数 料 1,850

令和６年度半田市水道事業会計予算事項別明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

節
説　　　　　　　　　　　明

区　分

2 受託工事収益 4,816 5,303 △ 487

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
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(単位　千円)

金　額

2
長 期 前 受 金
戻 入

189,643 183,338 6,305
国 県 補 助 金
長期前受金戻入

7,504

工 事 負 担 金
長期前受金戻入

158,818

受贈財産評価額
長期前受金戻入

17,419

補 償 金
長期前受金戻入

4,752

他 会 計 負 担 金
長期前受金戻入

1,150

3 雑 収 益 121 1,212 △ 1,091 不用品売却収益 1

給水装置工事施行基準売却益 18

３階直圧給水実施要綱・同解説書売却益 11

過年度水道料金 1

その他雑収益 90

4
消費税及び地方
消 費 税還 付金

1 1 0
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

1

3 特 別 利 益 2 2 0

固 定 資 産 固 定 資 産
売 却 益 売 却 益

過 年 度 損 益 過 年 度 損 益
修 正 益 修 正 益

1

2 1 1 0 1

そ の 他 雑 収 益 120

1 1 1 0

比 較
節

説　　　　　　　　　　　明
区　分

補助金、工事負担金等により取得し又は改
良した固定資産の減価償却・除却を行う際
に、減価償却費等の割合に応じた補助金、
工事負担金等の額を収益化するもの

款 項 目 本 年 度 前 年 度
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支 出

金　額

配 水 及 び
給 水 費

扶養手当 78

地域手当 812

通勤手当 382

超過勤務手当 1,904

期末手当(４月～11月分) 2,020

勤勉手当(４月～11月分) 1,681

特殊勤務手当 172

休日勤務手当 17

都市共済負担金 3,972

公務災害補償負担金 35

普通旅費 5

研修旅費 17

消耗機材・工具等 85

消耗品費 897

図書費 38

燃 料 費 218 自動車・発電機用燃料

テレメータ電話線使用料 898

非常通報装置使用料 132

携帯電話使用料 132

1,162通 信 運 搬 費

被 服 費 30 被服等

備 消 品 費 1,020

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

363 都市共済（期末・勤勉手当12月～３月相当分）

旅 費 22

賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,851 期末手当・勤勉手当（12月～３月支給相当分）

法 定 福 利 費 4,007

13,450 ４人分

手 当 7,066

1 1,194,141 1,243,247 △ 49,106 給 料

1 水道事業費用 2,059,466 2,060,255 △ 789

1 営 業 費 用 1,995,645 2,041,436 △ 45,791

(単位　千円)

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説　　　　　　　　　　　明
区　分
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金　額

配水場等除草剪定業務委託料 4,685

土地境界確定測量等業務委託料 198

電気保安業務委託料 179

給・配水管マッピングデータ入力委託料 20,807

職員短期人間ドック等検診委託料 11

修繕当直委託料 5,163

配水場セキュリティサービス委託料 608

水質検査業務委託料 2,876

薬品運搬処理業務委託料 1,068

配水場緊急遮断弁設備点検委託料 1,774

施設保守点検委託料 3,603

漏水調査業務委託料 1,199

水道施設維持管理委託料 200

配水池清掃点検業務委託料 1,837

消防用設備等点検業務委託料 152

自動車修繕 493

事業用器具修繕 132

水道施設等修繕 5,940

給・配水管維持修繕工事 48,678

資産振替費用（検定満期メータ等） 17,430

電力料 6,224

電灯料 614

薬 品 費 199 薬品

材 料 費 10 配水管修繕材料出庫

負 担 金 66 研修参加費

県営水道からの受水料金

基本料金（　　　43,600 m
3
/日　） 619,793

水量料金（　14,174,795 m
3
/年　） 420,992

(単位　千円)

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説　　　　　　　　　　　明
区　分

委 託 料 44,360

手 数 料 8 職員検便手数料

賃 借 料 13 配水管布設用地借地料

修 繕 費 72,673

動 力 費 6,838

受 水 費 1,040,785
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金　額

2 受 託 工 事 費 7,804 8,960 △ 1,156 給 料 2,429 １人分

地域手当 146

通勤手当 50

超過勤務手当 616

期末手当(４月～11月分) 351

勤勉手当(４月～11月分) 294

特殊勤務手当 16

休日勤務手当 4

都市共済負担金 668

公務災害補償負担金 9

消火栓維持修繕工事

3 総 係 費 230,731 249,576 △ 18,845 給 料 21,070 ６人分

管理職手当 1,763

扶養手当 516

地域手当 1,269

通勤手当 632

超過勤務手当 637

期末手当(４月～11月分) 3,434

勤勉手当(４月～11月分) 2,811

特殊勤務手当 14

休日勤務手当 6

賞 与 引 当 金
繰 入 額

3,122 期末手当・勤勉手当（12月～３月支給相当分）

手 当 11,082

委 託 料 10 職員短期人間ドック等検診委託料

工 事 請 負 費 2,825

322 期末手当・勤勉手当（12月～３月支給相当分）

法 定 福 利 費 677

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

64 都市共済（期末・勤勉手当12月～３月相当分）

賞 与 引 当 金
繰 入 額

比 較
節

説　　　　　　　　　　　明
区　分

手 当 1,477

(単位　千円)

款 項 目 本 年 度 前 年 度
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金　額

都市共済負担金 6,359

公務災害補償負担金 52

厚生年金保険料負担金 298

雇用保険料 31

普通旅費 37

研修旅費 26

被 服 費 24 被服等

図書費 7

消耗品費 159

備品費 253

燃 料 費 78 自動車用燃料

光 熱 費 22 水道倉庫電灯料

印 刷 製 本 費 161 会計伝票等

郵便料 6,317

ＮＨＫ放送受信料 22

基地局・移動無線局電波利用料 304

職員短期人間ドック等検診委託料 93

水道料金歳入事務電算処理業務委託料 3,777

水道料金等収納代行事務委託料 3,796

水道料金徴収等業務委託料 119,883

上下水道料金調定システム等改修委託料 983

受付業務ＷＥＢ申込事務委託料 19

上下水道料金調定システム等保守業務委託料 15,445

水道料金・下水道使用料口座振替手数料 5,408

自動車車検登録料 11

水道料金・下水道使用料コンビニ収納金振込手数料 66

ごみ処理手数料 12

振込組戻手数料 1

公金振込手数料 76

窓口収納手数料 594

ＷＥＢ口座登録システム手数料 200

法 定 福 利 費 6,740

(単位　千円)

節
説　　　　　　　　　　　明款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

区　分

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

613 都市共済（期末・勤勉手当12月～３月相当分）

旅 費 63

備 消 品 費 419

通 信 運 搬 費 6,643

委 託 料 143,996

手 数 料 6,368
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金　額

有料道路通行料 15

旧水道庁舎等借地料 950

自動車等修繕 147

庁用器具修繕 50

日本水道協会（本・支部）会費等 419

最適化事業負担金 11,550

庁舎光熱水費負担金 3,083

庁舎管理費負担金 6,468

防災行政無線保守点検費用負担金 110

厚 生 費 77 互助会負担金

建物総合損害共済負担金 86

水道賠償責任保険料 489

自動車類保険料 169

雑 費 35 水道新聞等

租 税 公 課 56 自動車重量税

建物 6,271

構築物 507,638

機械及び装置 12,767

量水器 866

車両及び運搬具 333

工具器具及び備品 1,617

庁舎使用権

5 資 産 減 耗 費 26,715 13,086 13,629 固定資産除却費 26,215 構築物（配水管除却費）

た な 卸 資 産
減 耗 費

雑 支 出 200

材 料 売 却 原 価 16
そ の 他
営 業 費 用

201 201 0

無 形 固 定 資 産 6,561

500

4 減 価 償 却 費 536,053 526,366 9,687

退 職 給 付 費 6,625

有 形 固 定 資 産 529,492

退職給付引当分

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

1 貸倒引当金繰入額

負 担 金 21,630

保 険 料 744

比 較
節

修 繕 費 197

賃 借 料 965

(単位　千円)

款 項 目 本 年 度 前 年 度 説　　　　　　　　　　　明
区　分
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金　額

2 営 業 外 費 用 24,576 12,182 12,394

財務省 2,645

地方公共団体金融機構 8,028

不 用 品

売 却 原 価

そ の 他 雑 支 出 800

消 費 税 及 び 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 地 方 消 費 税

3 特 別 損 失 38,245 5,637 32,608

固 定 資 産 固 定 資 産
売 却 損 売 却 損

固 定 資 産 固 定 資 産
譲 渡 損 譲 渡 損

過 年 度 損 益 過 年 度 損 益
修 正 損 修 正 損

そ の 他 そ の 他
特 別 損 失 特 別 損 失

4 予 備 費 1,000 1,000 0

1 予 備 費 1,000 1,000 0 予 備 費 1,000

4 38,242 5,634 32,608 38,242 亀崎高根配水池残置物撤去に係る費用

3 1 1 0 1

2 1 1 0 1

2 雑 支 出

1 1 1 0 1

3 12,603 5,768 6,835 12,603

1,300 1,300 0

説　　　　　　　　　　　明
区　分

企 業 債 利 息 10,673

500 在庫品整理

1 支 払 利 息 10,673 5,114 5,559

(単位　千円)

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節
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収 入

金　額

1 資 本 的 収 入 289,052 473,996 △ 184,944

2 負 担 金 13,962 13,984 △ 22

他 会 計
負 担 金

他 会 計 他　　会　　計 消火栓設置工事負担金 11,022

負 担 金 負　　担　　金 配水管布設・移設工事負担金

　(乙川中部土地区画整理事業) 88,962

　(下水道事業)　 15,537

　(ＪＲ半田駅前土地区画整理事業) 13,768

　(亀崎地区無電柱化) 30,048

固定資産購入代金負担金（下水道事業） 100

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産 固 定 資 産
売 却 代 金 売 却 代 金

11 1 1 0

4 1 1 0

1 159,437 92,904 66,533 159,437

給・配水管布設工事負担金

3 159,437 92,904 66,533

115,652 水道施設地震対策事業充当

1 負 担 金 13,962 13,984 △ 22 負 担 金 13,962

1 企 業 債 115,652 367,107 △ 251,455 企 業 債

区　分

1 企 業 債 115,652 367,107 △ 251,455

　資　本　的　収　入　及　び　支　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円)

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説　　　　　　　　　　　明
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支 出

金　額

1 資 本 的 支 出 1,161,205 874,136 287,069

1 建 設 改 良 費 1,098,051 808,100 289,951

1 建 設 改 良 費 1,092,958 803,754 289,204 給 料 16,692 ５人分

扶養手当 738

地域手当 1,046

住居手当 510

通勤手当 309

超過勤務手当 4,428

期末手当(４月～11月分) 2,616

勤勉手当(４月～11月分) 2,100

特殊勤務手当 179

休日勤務手当 18

都市共済負担金 5,802

公務災害補償負担金 45

旅 費 5 普通旅費

被 服 費 30 被服等

備 消 品 費 8 消耗品費

燃 料 費 59 自動車用燃料

期末手当・勤勉手当（12月～３月支給相当分）

法 定 福 利 費 5,847

法 定 福 利 費
引当金繰入額

463 都市共済（期末・勤勉手当12月～３月相当分）

賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,358

手 当 11,944

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円)

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説　　　　　　　　　　　明
区　分
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金　額

大型複写機保守業務委託料 46

大口径配水管改良工事設計業務委託料 70,048

配水管布設工事設計業務委託料 8,360

水道施設改良工事設計業務委託料 13,794

自動車修繕 248

器具修繕 50

配水管布設工事（管路網整備等） 103,264

配水管布設工事（ＪＲ半田駅前土地区画整理事業） 63,124

配水管布設工事（乙川中部土地区画整理事業） 84,725

配水管移設・改良工事（下水道事業） 21,171

配水管布設工事（配水ブロック化） 37,268

大口径配水管改良工事 115,652

配水管布設工事（道路改良） 20,905

配水管布設工事（老朽管更新） 480,328

配水管移設工事（亀崎地区無電柱化） 31,449

固 定 資 産
購 入 費

企 業 債
償 還 金

企 業 債 企 業 債 財務省 35,240

償 還 金 償 還 金 地方公共団体金融機構 27,914
1 63,154 66,036 △ 2,882 63,154

2 63,154 66,036 △ 2,882

4,643 φ13～75　797個

工 事 器 具
及 び 備 品

249 電子音聴器等

事 務 機 器
及び通信機器

201 カラープリンター

負 担 金 5,048 配水管布設工事に伴う舗装復旧負担金

2 5,093 4,346 747 量 水 器

修 繕 費 298

工 事 請 負 費 957,886

委 託 料 92,248

賃 借 料 72 システム賃借料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円)

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説　　　　　　　　　　　明
区　分
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発 行 総 額 前 年 度 末 令 和 ６    年     度 利 率 備　　　考

未 償 還 額 元　　金 利　　子 元 利 合 計

円 円 円 円 円 ％

50,000,000 3,288,441 3,288,441 115,125 3,403,566 4.65 財 務 省

222,100,000 24,820,708 12,216,430 686,400 12,902,830 3.15 財 務 省

117,100,000 18,706,379 6,062,903 481,633 6,544,536 2.80 財 務 省

82,900,000 4,858,255 4,858,255 105,921 4,964,176 2.90 地方公共団体金融機構

118,500,000 23,350,854 5,656,078 460,828 6,116,906 2.10 財 務 省

61,000,000 6,573,774 3,251,743 123,951 3,375,694 2.15 地方公共団体金融機構

20,500,000 2,219,688 1,097,703 42,829 1,140,532 2.20 地方公共団体金融機構

90,000,000 21,941,772 4,206,946 438,806 4,645,752 2.10 財 務 省

60,000,000 9,553,720 3,118,282 184,341 3,302,623 2.10 地方公共団体金融機構

83,700,000 24,034,268 3,809,097 461,735 4,270,832 2.00 財 務 省

66,300,000 13,812,808 3,350,814 259,586 3,610,400 2.00 地方公共団体金融機構

367,100,000 367,100,000 12,236,686 7,310,988 19,547,674 2.00 地方公共団体金融機構

1,339,200,000 520,260,667 63,153,378 10,672,143 73,825,521

平成12年3月24日

平成8年3月14日

平成10年3月25日

平成10年3月25日

企　 　 業　　  債　　  明　　  細　　  書　　

平成9年3月25日

平成9年3月28日

平成12年3月30日

 発 行 年 月 日

合　　　計

平成7年3月27日

令和6年3月25日

平成10年3月25日

平成11年3月25日

平成11年3月30日
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